
 

     

第５３期 計 算 書 類 
 

自 令和 ４ 年 ４ 月 １日から 

至 令和 ５ 年 ３ 月３１日まで 

 
事  業  報  告 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

株主資本等変動計算書 

個 別 注 記 表 

会計監査人の 
 

仙台臨海鉄道株式会社 
仙台市宮城野区港 4 丁目 11 番 2 号 



（単位：千円）

金    額

 

流  動  資  産 389,372 流  動  負  債 274,511

229,260  54,370

116,704 4,771

34,487 14,816

6,407 186,119

2,512 890

仮 払 金 13,544

固  定  資  産 1,321,128

1,049,926

  1,049,912  

　　　 325,170 固  定  負  債 171,187

49,676 166,087

607,553 5,100

66,461

79 1,877

970

建 設 仮 勘 定

445,699

　　　 14

14 （純資産の部）

株  主  資  本  1,253,928

720,000

271,201 　　　　 533,928

196,734 533,928

15,216 別 途 積 立 金 1,000,000

173 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 466,071

1,009 　

45,054  10,873

13,013 10,873

貸 倒 引 当 金 1,264,801

1,710,500 1,710,500

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

工 具 器 具 備 品

鉄道事業固定資産

有形固定資産

土 地

建 物

構 築 物

車 両

機 械 装 置

繰
延

賞 与 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 金

　貸　借　対　照　表　
( 令和５年３月３１日現在 )

資　産　の　部 負債・純資産 の 部

科      目 科      目 金    額

未 払 金

未 払 法 人 税 等

現 金 及 び 預 金

未 収 運 賃

未 払 消 費 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

  　

無形固定資産

電 話 加 入 権

  　 利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

負 債 合 計

資 本 金

投資その他の資産

そ の 他 利 益 剰 余 金

評価･換算差額等

その他有価証券評価差額金繰 延 税 金 資 産

純 資 産 合 計

資  産  合  計 負債･純資産合計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



（単位：千円）

530,033

　　　 323,540            

206,492            

521,114

351,475            

81,327             

18,851             

69,460             

8,918

6,973

1                  

2,560              

4,412              

430

402                

27                 

15,461

15,461

3,447

101

11,913

営 業 収 益

　損　 益　 計　 算　 書　

( 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで )

科               目 金　　　　　　　額

鉄 道 事 業 営 業 損 益

受 取 配 当 金

貨 物 運 輸 収 入

運 輸 雑 収

運 送 費

一 般 管 理 費

諸 税

減 価 償 却 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 利 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税･住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益



(単位：千円)

別途積立金 繰越利益剰余金

 当期首残高 720,000 1,000,000 △ 477,985 522,014 1,242,014

 当期変動額

当期純利益 11,913 11,913 11,913

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事
業年度中の変動額 (純額 )

 当期変動額合計 － － 11,913 11,913 11,913

 当期末残高 720,000 1,000,000 △ 466,071 533,928 1,253,928

 　

その他有価証券 評価・換算

評価差額金 差額等合計

 当期首残高 15,650 15,650 1,257,665

 当期変動額

当期純利益 11,913

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事
業年度中の変動額 (純額 )

△ 4,777 △ 4,777 △ 4,777

 当期変動額合計 △ 4,777 △ 4,777 7,135

 当期末残高 10,873 10,873 1,264,801

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

評価･換算差額等

純資産合計

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書

( 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで )



１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.

（1） ：

（2）

　　　　 ：

　　　　　　

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

：

　　　　 　　　　 

3. 重要な減価償却資産の減価償却の方法

（1） ：

　　　　　　　 

　　　　　　　　

　　　　　　　 

（2） ：

4. 引当金の計上方法

(1) ：

　　　　　　　　　    　　

(2) ：

(3)　 ：

5. 収益及び費用の計上基準 ：

(1) ：

(2) ：

 事業から生じる収益は、主として顧客との契約に従い計上しており、

 取引価格は顧客との契約による対価で算定しております。各事業にお

 ける主な履行義務の内容、履行義務の充足時点は以下のとおりです。

業 務 受 託 事 業  陸前山王駅及び仙台貨物ターミナル駅において、業務受託サービスを

 提供しており、収益を運輸雑収として計上しています。当社は、顧客

 である日本貨物鉄道株式会社に対して業務受託サービスを提供する義

 務を負っており、当該履行義務は業務受託サービスの完了をもって充

貨 物 運 輸 事 業  仙台港地区の４駅から陸前山王駅までの区間において、貨物運輸サー

 ビスを提供しており、収益を貨物運輸収入として計上しています。当

 当該履行義務は貨物運輸サービスの完了をもって充足されます。

 構築物については、定額法によっております。

 なお、車両のうち機関車についても、定額法によっております。

長 期 前 払 費 用  均等償却によっております。

賞 与 引 当 金  従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見

個　別  注　記　表

有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式  総平均法による原価法によっております。

市場価格のない

 法によっております。また、平成10年4月1日以降取得した建物（建物

 附属設備を除く）、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び

 価切下げの方法により算定）によっております。

有 形 固 定 資 産  取得価額20万円以上のものを計上し、定率法によっております。

 ただし、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資産については、取替

株式等以外のもの  決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

 り処理しております。

貯 蔵 品  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

 額を計上しております。

 当社は、貨物運輸事業及び業務受託事業を行っております。これらの

 合う分とそれにかかる社会保険料の会社負担額を含めて計上しており

 ます。

退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込

 額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して

 おります。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、支給内規に基づく期末要支給

 社は、顧客に対して貨物運輸サービスを提供する義務を負っており、

 足されます。



２ 会計方針の変更に関する注記

３ 収益認識に関する注記

であります。

４ 会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

（1） 当事業年度の計算書類に計上した額　繰延税金資産

（2）

５ 貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権

短期金銭債務

６ 損益計算書に関する注記

７ 株主資本等変動計算書に関する注記

1.

2.

適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新た

な会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準適用指針の適用

が計算書類に与える影響はありません。

1,189,265 千円

   34,620 千円

   13,013 千円

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準

係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産は、将来事業年度における将来減算一時差異の解消、税務上の繰越欠損

金と課税所得との相殺に係る減額税金の見積り額について、将来の課税所得の見積り

等に基づき回収可能性を判断し計上しております。当該見積りは、将来の不確実な経

  192,344 千円

「1 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「5.収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に

収益を理解するための基礎となる情報

済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時

期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の繰延税金資産の見積りに影響を与

える可能性があります。

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数　

当該事業年度の末日における自己株式の数　　

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

　普通株式  　 1,440 千株

　　売上高

　　仕入高

  272,139 千円

   59,805 千円

　自己株式の所有はありません。



3.

８ 税効果会計に関する注記

９ 金融商品に関する注記

1.

（1）

（2）

2.

　　　　　

　　　　　

(注1)

　投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託については公表

　　 　されている基準価格によっております。

(注2)

10 賃貸等不動産に関する注記

1.

2.

　　

(注)　 当期末の時価は、固定資産税評価額に基づいて自社で算定した金額であります。

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であり、繰延税金負債の

発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

金融商品の状況に関する事項

　金融商品に対する取組方針

　　資金運用については、短期的な預金等以外に、原則として金融情勢や金利状況の動向等を見据

当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項　　

　該当事項はありません。

　令和5年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、未収運賃、未収金、未払金、預

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　額

　　え、安全性の高い有価証券等で運用を行っています。

　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　投資有価証券については市場価格の変動リスクに晒されております。市場価格のない株式等以

　　外の有価証券については、半期ごとに時価の把握を行っております。

金融商品の時価に関する事項

り連絡運賃及び預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、宮城県多賀城市内に土地を有しており、一部賃貸を行っております。

賃貸不動産の時価に関する事項

(単位：千円) 

貸借対照表計上額 当期末の時価

するため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

関係会社株式（貸借対照表計上額 15,216千円）については、市場価格のない株式等に該当

投資有価証券

　　　　その他有価証券

金融商品の時価の算定に用いた評価技法

196,734 196,734 ―

24,317 50,453



11 関連当事者との取引に関する注記

1.

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、双方協議のうえで決定しております。

(注2) 取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2.

(注1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、双方協議のうえで決定しております。

(注2) 取引金額には、消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

12 １株当たり情報に関する注記

（1）

（2）

13 重要な後発事象に関する注記

14 その他の注記

取引の
内容

取引金額

業務受託 156,609 未収金 28,694  

兄弟会社等

（単位：千円）

科　目 期末残高種類
会社等の

名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

計算書類の表示については、鉄道事業法第20条第1項に定める「鉄道事業会計規則」（昭和62年2月

20日運輸省令第7号・平成21年4月1日国土交通省令第30号改正）に従っております。

未収運賃 43,816  

取引条件及び取引条件の決定方針等

　１株当たり純資産額　   878 円 33 銭

　１株当たり当期純利益 　  8 円 27 銭

該当事項はありません。

日本ﾌﾚｰﾄﾗｲﾅｰ
株式会社

なし
貨物輸送の
業務提携

貨物輸送 50,893  

その他の
関係会社
の子会社

日本ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ
株式会社

なし
貨物輸送の
業務提携

貨物輸送 189,213 未収運賃 53,120  

その他の
関係会社

日本貨物鉄道
株式会社

被所有
直接 33.3%

貨物輸送の
業務提携

－ －
預り連絡

運賃
186,119 

親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種類
会社等の

名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額 科　目 期末残高


